
管　内　の　概　況

安桜山から眺める関市

【写真提供：関市】



東経 １３６°５５´１５″

北緯 ３５°２８´３２″

海抜 ５０メートル

（消防本部の位置）

岐 阜 県 総 面 積

10,621.29 ㎢

中濃消防組合管内総面積

589.34 ㎢

関市

美濃市

　当組合は、岐阜県の中南部に位置し、V 字状に

広がる形状を示し、約 590ｋ㎡の広大な面積を擁

していますが、山林が全体の約 82％を占めてい

ます。

　平成 27 年 12 月に世界農業遺産に登録された

「清流長良川の鮎」で知られる一級河川長良川が

南北を貫流し、これに板取川と津保川が合流して

います。また、平成 27 年 10 月に世界かんがい施設遺産に登録された農業用水施設

「曽代用水」が管内を流れ、豊かな自然と共存した風光明媚な地として知られてお

ります。

　関市においては刃物を中心とした金属製品製造業と木材・木製品製造業、美濃市

では製紙業が主な産業となっております。また、平成 26 年 11 月に「本美濃紙」が

世界無形文化遺産に、平成 27 年 3 月に長良川の鵜飼漁が国の重要無形民俗文化財

に登録され、古くからの伝統産業が現在にもそれぞれ受け継がれています。

　当組合は、関市と美濃市の 2 市で合わせて約 10 万 2 千人の人口を抱え、住民の

生命・身体・財産を守り、多種多様な災害に対応します。

位　置　と　地　勢
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構成市（地域）別面積及び人口
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消防本部及び署（所）の配置と現況
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中 濃 消 防 組 合 規 約 

第 1 章  総   則 

 （名称） 
第１条 この組合は、中濃消防組合（以下「組合」という。）という。 
 （組合の組織） 
第２条 この組合は、関市及び美濃市（以下「関係市」という。）をもって組織する。 
 （共同処理事務） 
第３条 この組合は、次に掲げる事務を共同処理する。 
 （１） 消防組織法（昭和22年法律第226号）及び消防法（昭和23年法律第186号）に規定する消防
事務（消防団に関する事務を除く。） 

 （２） 岐阜県事務処理の特例に関する条例（平成12年岐阜県条例第4号）別表第１に定める事務のう
ち次に掲げる事務 

  ア 火薬類取締法（昭和25年法律第149号）に基づく事務 
  イ 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）に基づく事務 
  ウ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42年法律第 149号）に基づ

く事務 
 （３） 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成23年法律第105号）に基づく次に掲げる事務 

  ア ガス事業法（昭和29年法律第51号）に基づく事務 
  イ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく事務 
 （事務所の位置） 
第４条 この組合の事務所は、関市西欠ノ下５番地に置く。 
 

第 2 章  議   会 

 （議会の組織） 
第５条 この組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、８人とする。 
２ 前項の組合議員は、次の者をもって充てる。 
 （１） 関係市の議会の議長及び副議長 
 （２） 関係市の消防団長（関係市の長又は議会の議長が消防団長の職を兼ねるときは、その指定する
消防団員） 

 （３） 関係市の副市長（副市長が複数あるときは、当該関係市の長が指定する副市長）  
 

第 3 章  執 行 機 関 

 （執行機関の組織） 
第６条 この組合に、管理者、副管理者及び会計管理者を各１人置く。 
２ 管理者に事故あるとき又は管理者が欠けたときは、副管理者がその職務を代理する。 
 （執行機関の選任） 
第７条 この組合の管理者及び副管理者は、関係市の長の互選により決定する。 

中  濃  消  防  組  合  規  約
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２ 管理者又は副管理者の任期は、関係市の長の任期とする。 
３ 会計管理者は、管理者の属する市の会計管理者をもって充てる。 
 （補助職員） 
第８条 この組合に前条に規定するもののほか、必要な職員を置き、管理者がこれを任免する。 
２ 職員の定数は、組合の条例で定める。 
 （監査委員） 
第９条 この組合に監査委員２人を置く。 
２ 監査委員は、管理者が組合議員の同意を得て、識見を有する者及び組合議員のうちからそれぞれ１

人を選任する。 
３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年とし、組合議員のうち

から選任される者にあっては、組合議員の職にある期間とする。ただし、後任者が選任されるまでの

間は、その職務を行うことを妨げない。 
 

第 4 章  経   費 

 （経費の支弁方法） 
第１０条 この組合の経費は、組合に属する収入及び関係市の負担金をもって充てる。 
２ 前項の負担金の分賦方法は、組合議会の議決によって定める。 

 附 則 
 この規約は、地方自治法第284条第1項の規定により知事の許可のあった日から施行する。 

 附 則（昭和48年5月28日） 
この規約は、地方自治法第 286条第1項の規定による知事の許可があった日から施行する。ただし、
第4条の改正規定は昭和48年4月1日から適用する。 

 附 則（昭和63年3月1日） 
 この規約は、地方自治法第286条第1項の規定により知事の許可のあった日から施行する。 

 附 則（平成3年12月11日） 
 この規約は、地方自治法第286条第1項の規定により知事の許可のあった日から施行する。 

 附 則（平成13年2月14日） 
 この規約は、地方自治法第286条第1項の規定により知事の許可のあった日から施行する。 

 附 則（平成13年3月26日） 
 この規約は、平成13年4月1日から施行する。 

 附 則（平成17年1月21日） 
この規約は、平成17年2月7日から施行する。 
 附 則（平成17年3月31日） 
この規約は、平成17年4月1日から施行する。ただし、第5条第2項第2号の改正規定及び第6条
に1項を加える改正規定は、岐阜県知事の許可のあった日から施行する。 

 附 則（平成19年2月13日） 
この規約は、平成19年4月1日から施行する。 
 附 則（平成20年8月19日） 
この規約は、地方自治法第286条第1項の規定により知事の許可があった日から施行する。 
 附 則（平成21年3月30日） 
この規約は、平成21年4月1日から施行する。 
 附 則（平成24年3月28日） 
この規約は、平成24年4月1日から施行する。 
 

－ 5 －



－6－ 

中 濃 消 防 組 合 の 組 織 

令和７年６月１日現在 
1  組合執行機関 

    管 理 者                 関 市 長      山 下 清 司 

    副 管 理 者                 美 濃 市 長      武 藤 鉄 弘 

    会 計 管 理 者        関 市 会 計 管 理 者      和 座 宏 之 

    組 合 事 務 局                 消 防 本 部 

2  議 会 構 成 (８名) 

     議         員           関 市 議 会 議 長      渡 辺 英 人 

           〃                 関 市 議 会 副 議 長      長 尾 一 郎 

           〃                 関 市 消 防 団 長      土 屋 泰 弘 

           〃                 関 市 副 市 長      森 川 哲 也 

           〃                 美 濃 市 議 会 議 長      辻 文 男 

           〃                 美濃市議会副議長      池 村 周 二 

           〃                 美 濃 市 消 防 団 長      河 合 有 二 

           〃                 美 濃 市 副 市 長      長 尾 広 幸 

3  監 査 委 員 

    識見を有する者                監 査 委 員      中 島 正 裕 

     組 合 議 員 選 出                監 査 委 員      浅 野 典 之 

 

4  公 平 委 員 

    中濃地域広域行政事務組合に公平委員会を設置し共同処理する。 

 

中 濃 消 防 組 合 の 組 織
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総 務 係
総 務 課

庶 務 係

組 合 議 会 消 防 係
消防指令課

管 理 者 指 令 セ ン タ ー
副 管 理 者 消 防 長 消 防 次 長
会計管理者

救 急 課 救 急 係
監 査 委 員

公平委員会 予 防 係
予 防 課

危 険 物 係

西 分 署

武芸川出張所
関 消 防 署

武 儀 出 張 所

津保川出張所

洞 戸 出 張 所
美濃消防署

板取川出張所

庶 務 係

予 防 係
署 長

消 防 係

救 急 係

分 署

〔 ２ 署 １ 分 署 ５ 出 張 所 〕

消防署の機構

中 濃 消 防 組 合 の 組 織 図

〔消防本部〕

出 張 所
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中 濃 消 防 組 合 の 組 織 図
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消 防 本 部 事 務 分 掌 

  
1. 人事記録に関すること。 
2. 企画及び連絡調整に関すること。 
3. 事務能率の研究に関すること。 
4. 教養研修に関すること。 
5. 文書の収発、保存に関すること。 
6. 消防情報の収集活用に関すること。 
7. 広報事務に関すること。 
8. 条例、規則、規程等の制定、改廃に関すること。 
9. 公務災害に関すること。 
10.組合議会に関すること。 
11.消防職員委員会に関すること。 
12.情報公開及び個人情報保護に関すること。 
13.統計（他課の所掌する統計を除く）に関すること。 
14.中濃消防組合消防行政検討委員会に関すること 
15.他の係に属しないこと。 
 
1. 公印の管守に関すること。 
2. 予算の編成及び執行管理に関すること。 
3．経理に関すること。 
4. 庁舎の保守、管理に関すること。 
5. 物品の調達及び管理に関すること。 
6. 財産、器具及び貸与品等の管理に関すること。 
7. 職員の厚生、共済組合及び退職手当組合に関すること。 
8. ネットワークシステムに関すること。 
9. 入札及び契約に関すること。 
 
1. 火災、その他災害の防ぎょに関すること。 
2. 隊員の訓練、研修及び教育に関すること。 
3. 消防相互応援協定及び緊急消防援助隊に関すること。 
4. 救助業務に関すること。 
5. 機械器具の整備、保全及び研究に関すること。 
6. 消防施設の維持管理に関すること。 
7. 消防統計に関すること。 
 
1. 指令システムの運用に関すること。 
2. 火災、救急その他災害の出場に関すること。 
3. 災害の情報収集に関すること。 
4. 消防通信施設、機器の整備及び保全に関すること。 
5. 緊急通報システムに関すること。 
6．気象情報及び医療情報に関すること。 
7．指令統計に関すること。 
 
1. 救急業務及び救急業務の高度化推進に関すること。 
2. 救急隊員の訓練、研修及び教育に関すること。 
3. 救急隊員の感染防止対策に関すること。 
4. 救急資機材等の整備及び保全に関すること。 
5. 応急手当の普及啓発に関すること。 
6．医療機関との連携に関すること。 
7．救急関係団体に関すること。 
8．救急統計に関すること。 
 
1. 火災予防対策及び防火査察に関すること。 
2. 火災の原因調査に関すること。 
3. 火災統計に関すること。 
4. 建築同意事務に関すること。 
5. 防火管理者の指導に関すること。 
6. 消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 
7. 火災証明に関すること。 
8. 消防関係団体の育成指導に関すること。 
9. 火薬類取締法(昭和 25年法律第 149号)に関すること。 
 
1. 危険物の指導、取締りに関すること。 
2. 危険物製造所等の許認可検査に関すること。 
3. 危険物災害の調査研究に関すること。 
4. 危険物取扱者に関すること。 
5. 高圧ガス保安法(昭和 26年法律第 204号)に関すること。 
6. ガス事業法(昭和 29年法律第 51号)に関すること。 
7. 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

(昭和 42年法律第 149号）に関すること。 
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中 濃 消 防 組 合 の 沿 革 
昭和 44年 10月 

 
昭和 45年 4月 

 
11月 

 
 

昭和 46年 1月 
 

3月 
4月 
4月 
4月 

 
6月 
6月 
8月 

 
9月 

12月 
12月 
12月 

昭和 47年 1月 
4月 
6月 

 
6月 
7月 

 
7月 

11月 
昭和 48年 2月 

3月 
 

10月 
12月 

昭和 49年 4月 
9月 

11月 
昭和 50年 4月 
昭和 51年 3月 

4月 
7月 

中濃地域に広域消防問題が起こり関市、美濃市、武芸川町の 2 市 1 町による組合
消防の設立が話題となったが、時期尚早との理由でこの年は進展をみず。 
中濃地域広域行政推進協議会が発足し、改めて関市、美濃市及び武儀郡全域を区

域とする広域消防のことが議題となる。 
中濃地域広域行政推進協議会で組合消防の構想として、1消防本部、2署、3出張
所、職員 75名。現有の関市消防本部の装備のほか消防ポンプ自動車 4台、救急車
1台、通信施設は、一般加入電話並びに無線電話設備等を配備する大綱を決定した。 
関市、美濃市、洞戸村、板取村、武芸川町、武儀村及び上之保村の 2市 1町 4村
を区域とする組合消防の設立を決定 
関係市町村の議会がそれぞれ組合の規約を議決し県に設立許可を申請 
武儀村が町制施行により武儀町となる。 
中濃消防組合設立許可（県指令地第 68号）、第 1回組合議会招集 
初代組合管理者に関市長福岡博由就任、副管理者に美濃市長加納精吾及び武芸川 
町長森勇雄就任 
政令指定をうける。 
超短波無線（中濃消防）を新設 
中濃消防組合消防本部及び関消防署を設置、従来の関市消防本部及び関市消防署

を廃止、現職員は組合に派遣し、管理者が消防長を兼務。職員定数は 75名とする。 
職員 20名採用、総員 55名 
新（初代）消防長に熊沢秀男就任 
武芸川、津保川及び板取川の 3出張所庁舎新築工事入札執行、直ちに工事に着手 
消防ポンプ自動車 4台を購入 
美濃消防署開設、消防ポンプ車 1台、救急車 1台、職員 11名を配置 
消防本部に総務、予防及び警防の 3課を新設、職員 20名採用、総員 75名 
武芸川、津保川及び板取川の 3出張所開設、消防ポンプ車 1台、職員 9名をそれ
ぞれ配置 
日本船舶振興会より大型救急車 1台の寄贈を受け関消防署へ配置 
広報車等 5 台を購入、消防本部、美濃消防署及び武芸川出張所へ広報車を、また
津保川及び板取川出張所へは、広報車兼救急車を 1台配置 
本部併設関消防署及び美濃消防署庁舎新築工事入札執行、直ちに工事に着手 
日本赤十字社岐阜県支部より救急車 1台の寄贈を受け武芸川出張所へ配置 
美濃消防署新庁舎完成、落成式を挙行 
関市西欠ノ下 5 番地に消防本部併設関消防署庁舎完成、落成式を挙行、新庁舎で
業務を開始 
水槽付消防ポンプ車 1台購入、関消防署に配置 
組合職員定数条例改正、定数 97名とする。 
職員 4名採用（内事務吏員 1名）、総員 79名 
水槽付消防ポンプ車 1台購入、美濃消防署へ配置 
第 1回注水競練会実施 
職員 1名採用、総員 80名 
日本損害保険協会から救急車の寄贈を受け板取川出張所へ配置 
職員 10名採用（内欠員補充 2名）、総員 88名 
組合副管理者に美濃市長沢村章就任 

中 濃 消 防 組 合 の 沿 革
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昭和 52年 4月 
6月 
7月 
9月 

昭和 53年 4月 
5月 

12月 
昭和 54年 3月 

4月 
9月 

昭和 55年 3月 
4月 
4月 

10月 
11月 

昭和 56年 3月 
4月 
8月 

10月 
10月 
10月 
10月 
10月 
12月 

昭和 57年 1月 
3月 
3月 
4月 
4月 
4月 
6月 

10月 
昭和 58年 1月 

8月 
12月 
12月 

昭和 59年 3月 
10月 
12月 
12月 
12月 

昭和 60年 4月 
4月 
6月 

昭和 61年 3月 
3月 

職員 7名採用（内欠員補充 2名）、総員 93名 
救命ボート 2艘購入、関消防署及び美濃消防署に配置 
組合職員定数条例改正、定数 108名とする。 
屈折はしご車 1台購入、関消防署へ配置 
職員 11名採用（内欠員補充 1名、事務吏員 1名）、総員 103名 
職員 1名採用（欠員補充）、総員 103名 
武儀出張所を開設、救急車 1台、職員 5名を配置 
組合職員定数条例改正、定数 118名とする。 
職員 6名採用、総員 109名 
武儀出張所 4名増員、計 9名とし、消防ポンプ車 1台配置 
熊沢秀男氏消防長退任 
2代目消防長に山本武夫就任 
職員 4名採用（内欠員補充 1名）、総員 112名 
組合副管理者に上之保村長多治見勇一就任 
津保川河畔に訓練場完成 
救急指令装置（B型）導入、運用開始 
職員 8名採用（内欠員補充 2名）、総員 118名 
職場を明るくする「3K運動」を始める。 
組合設立 10周年記念練成会を開催、庁舎前に構成 7ケ市町村の木を植樹 
中濃消防組合旗を制定 
消防ポンプ車 2台購入、板取川及び武芸川出張所へ配置 
広報車 2台購入、美濃消防署及び津保川出張所へ配置 
消防本部事務室を東庁舎へ移転 
救急車（2B型）1台購入、津保川出張所へ配置 
初代組合管理者関市長福岡博由氏死去 
2代目組合管理者に関市長堀部四郎就任 
組合副管理者に板取村長長屋実就任 
職員 2名採用（欠員補充）、総員 118名 
4週 1回交代半休制導入 
旅館、ホテルに対する表示公表制度を導入、○適マーク初めて交付 
中濃消防組合救助隊にアクアラング隊新設 
消防ポンプ車 1台購入、津保川出張所へ配置 
隣接消防本部との消防相互応援協定締結完了 
第 32回岐阜県消防操法大会武儀町で開催 
岐阜県救急医療情報システム（みんなのきゅうきゅう）の運用開始 
消防作業車 1台購入、美濃消防署へ配置 
高速道路における救急業務の対応計画策定 
日本損害保険協会から化学車寄贈、関消防署へ配置 
広報車 1台購入、消防本部へ配置 
職員定年制条例制定 
組合職員定数条例改正、定数 122名とする。 
組合産業医として洞戸村林医師を選任 
全国消防長会東海支部総会 美濃市で開催 
消防職員意見発表全国大会に出場 
関消防署西分署を開設、消防ポンプ車 1台、救急車 1台、職員 8名を配置 
山本武夫氏消防長退任 
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4月 
4月 
9月 

10月 
11月 

昭和 62年 3月 
4月 
4月 
7月 

11月 
11月 

昭和 63年 4月 
4月 
4月 
8月 
8月 
8月 
9月 
9月 

11月 
12月 

平成元年 3月 
3月 
4月 
4月 
9月 

10月 
11月 
12月 
12月 

平成 2年 2月 
9月 

10月 
10月 
12月 

平成 3年 3月 
4月 
4月 
4月 
8月 
9月 

10月 
11月 
12月 

平成 4年 2月 
3月 

3代目消防長に吉田英雄就任 
職員 4名採用（内欠員補充 2名）、総員 120名 
4WD救急車 1台購入、板取川出張所へ配置 
水槽付消防ポンプ車 1台購入、関消防署へ配置 
広報車 1台購入、西分署へ配置 
消防庁長官表彰竿頭綬受賞 
職員 1名採用（欠員補充）、総員 119名 
新型防火衣を採用し 3年計画で更新 
組合副管理者に美濃市長西部晃彦就任 
B型肝炎抗原抗体検査実施 
プロパンガス協会武儀支部関地区から、査察車 1台寄贈、関消防署へ配置 
4週 6休制に移行 
隣接消防本部との消防相互応援協定再締結完了 
古田正三氏からスクープストレッチャー寄贈 
B型肝炎ワクチン初接種 
第 37回岐阜県消防操法大会美濃市で開催 
第 27回全国消防長会組合消防委員会関市で開催 
水槽付消防ポンプ車 1台購入、美濃消防署へ配置 
関・中央ロータリークラブからスクープストレッチャー寄贈 
広報車 1台購入、板取川出張所へ配置 
救助工作車 1台購入、関消防署へ配置 
関ライオンズクラブから救急車寄贈、関消防署へ配置 
吉田英雄氏消防長退任 
4代目消防長に五十嵐正夫就任 
職員 3名採用（内欠員補充 2名）、総員 120名 
広報車（軽自動車）2台購入、武芸川及び武儀出張所へ配置 
岐阜県消防長会総会 関市で開催 
岐阜県消防職員剣道大会 関市で開催 
救急車 1台購入、武芸川出張所へ配置 
組合副管理者に武芸川町長川口千章就任 
関・中央ロータリークラブから映写機寄贈 
日本消防協会から救急車寄贈、武儀出張所へ配置 
東海北陸地区高圧ガス移動防災訓練 関市で実施 
第 36回岐阜県消防大会 関市で開催 
救急車 1台購入、美濃消防署へ配置 
五十嵐正夫氏消防長退任 
5代目消防長に大塚暉夫就任 
職員 3名採用（欠員補充）、総員 120名 
組合産業医として関市真鍋医師を選任 
2代目組合管理者関市長堀部四郎氏退任 
3代目組合管理者に関市長後藤昭夫就任 
広報車 2台購入、美濃消防署及び津保川出張所へ配置 
組合発足 20周年記念式典挙行 
救急車 1台購入、津保川出張所へ配置 
中濃消防組合 OBによる「中濃消防友和の会」結成 
組合職員定数条例改正、定数 128名とする。 
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3月 
4月 
4月 
5月 
8月 
9月 

 
11月 

平成 5年 3月 
4月 
4月 
6月 
7月 
7月 
7月 
9月 
9月 

11月 
平成 6年 1月 

4月 
4月 
7月 
9月 

 
12月 

 
平成 7年 1月 

1月 
3月 
4月 
4月 
5月 
7月 
7月 
7月 
９月 

10月 
11月 
12月 

平成 8年 4月 
4月 
4月 
9月 

12月 
平成 9年 4月 

4月 

大塚暉夫氏消防長退任 
6代目消防長に後田孝彦就任 
職員 4名採用（内欠員補充 2名）、総員 122名 
組合副管理者に板取村長長屋茂就任 
消防緊急通報システム運用開始 
消防ポンプ自動車（ホースレイヤー付）及びクレーン付救助工作車購入、美濃消

防署へ配置 
広報車 1台購入、消防本部へ配置 
関市安桜山を、たき火・喫煙制限地域に指定 
職員 4名採用、総員 126名 
4週 7休制に移行 
体力管理規程制定 
消防職員意見発表全国大会に出場 
組合職員定数条例改正、定数 130名とする。 
指令車 1台購入、関消防署へ配置 
組合副管理者に洞戸村長尾関富夫就任 
水槽付消防ポンプ自動車（ホースレイヤー付）1台購入、武儀出張所へ配置 
完全週休 2日制に移行 
岐阜県防災航空隊へ隊員派遣 
職員 5名採用（内欠員補充 1名）、総員 130名 
組合初の救急救命士誕生 
組合職員定数条例改正、定数 135名とする。 
水槽付消防ポンプ自動車（ホースレイヤー付）2台購入、板取川出張所、武芸川出
張所へそれぞれ配置 
岐阜県石油商業組合武儀支部・岐阜県エルピーガス協会武儀支部から防火広報車 1
台寄贈、消防本部へ配置し「なかみの防火号」と命名 
阪神淡路大震災に救助隊派遣 
高規格救急自動車 1台購入、関消防署へ配置し高度救急業務体制の運用開始 
後田孝彦氏消防長退任 
7代目消防長に石原錦治就任 
職員 5名採用（内欠員補充 1名）、総員 134名 
関ライオンズクラブから応急救護用テント 2張寄贈 
職員 1名採用、総員 135名 
消防本部庁舎及び訓練塔起工式を挙行 
組合副管理者に美濃市長石川道政就任 
水槽付消防ポンプ自動車（ホースレイヤー付〉1台購入、津保川出張所へ配置 
組合副管理者に武芸川町長井藤広一就任 
広報車 1台購入、西分署へ配置 
岐阜県より緊急消防援助隊旗の交付 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 135名 
嘱託職員制度の導入 
本部庁舎及び訓練塔竣工式 
水槽付消防ポンプ自動車（ホースレイヤー付）1台購入、西分署へ配置 
組合職員定数条例改正、定数 145名とする。 
職員 7名採用（内欠員補充 3名）、総員 139名 
岐阜県消防長会総会を関市で開催 
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4月 
11月 
11月 

平成 10年 3月 
3月 
3月 
4月 
4月 
5月 
7月 
7月 
7月 

10月 
10月 

平成 11年 2月 
3月 
4月 
4月 
4月 
5月 
7月 

10月 
12月 

平成 12年 4月 
5月 
5月 
6月 

11月 
12月 

平成 13年 4月 
8月 

10月 
10月 
10月 
12月 

平成 14年 1月 
3月 
3月 
4月 
4月 

10月 
11月 
12月 
12月 

平成 15年 3月 
3月 

消防緊急通信指令施設運用開始 
資機材搬送車・査察車を更新、関消防署へ配置 
関青年会議所から心肺蘇生訓練用人形一式の寄贈を受け、関消防署へ配置 
日本消防協会から救急車の寄贈を受ける。 
緊急消防自動二輪車を 2台購入、関消防署へ配置 
石原錦治氏消防長退任 
8代目消防長に下條正義就任 
職員 7名採用（内欠員補充 5名） 
緊急消防自動二輪車運用開始 
洞戸出張所起工式挙行 
組合副管理者に武儀町長 熊澤昌之就任 
中濃地域救急業務連絡協議会設立 
県内移動体通信分散受信運用開始 
日本損害保険協会から水槽付消防ポンプ自動車の寄贈を受ける。 
洞戸出張所運用開始 
下條正義氏消防長退任 
9代目消防長に安田洋一就任 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 145名 
救急業務研究委員会設立 
「命をつなげる会 中濃」設立 
板取川出張所起工式を挙行 
コンピュータ西暦 2000年問題委員会設置 
板取川出張所竣工式 
職員 1名採用（欠員補充）、総員 145名 
河川情報システム運用開始 
救命ボートを美濃消防署へ配置（4号艇） 
水中無線機を導入 
岐阜県消防職員剣道大会を関市で開催 
高規格救急自動車を 1台購入、美濃消防署へ配置 
職員 1名採用（欠員補充）、総員 145名 
全国消防長会組合消防委員会中ブロック委員会を関市で開催 
ネットワークコンピュータ運用開始 
組合副管理者に板取村長長屋勝司就任 
組合発足 30周年記念式典 
30メートル級はしご付消防自動車を 1台購入、関消防署へ配置 
障害者データの指令台登録開始 

関・中央ロータリークラブから指令車の寄贈を受け、関消防署へ配置 

安田洋一氏消防長退任 

10代目消防長に渡辺英治就任 

職員 1名採用（欠員補充）、総員 145名 

水槽付消防ポンプ自動車 1台購入、関消防署へ配置 

「メール 119」開局 

中濃地域メディカルコントロール協議会設立 

高規格救急自動車を 1台購入、武芸川出張所へ配置 

中濃地区身体障がい者・消防連絡協議会発足 
渡辺英治氏消防長退任 
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4月 
4月 
6月 
6月 
8月 
8月 

10月 
11月 
12月 

平成 16年 3月 
3月 
4月 
4月 
5月 
9月 

10月 
12月 

平成 17年 1月 
2月 

 
2月 
3月 
3月 
4月 
4月 

11月 
平成 18年３月 

4月 
4月 
4月 
6月 
9月 

平成 19年 1月 
4月 
4月 
8月 
9月 

10月 
12月 

平成 20年 3月 
4月 
4月 
7月 

12月 
平成 21年 3月 

3月 

11代目消防長に山藤鉦彦就任 
職員 2名採用（欠員補充）、総員 144名 
市町村合併消防業務検討委員会 
夏制服を変更し、盛夏服を廃止 
庁舎内及び公用車内完全禁煙化 
第 52回岐阜県消防操法大会関市で開催 
作業服を廃止し、活動服を導入 
関親善大使による「一日消防長」 
高規格救急自動車を１台購入、武儀出張所へ配置 
中濃圏域メディカルコントロール協議会設立 
山藤鉦彦氏消防長退任 
12代目消防長に柴田典昭就任 
職員 2名採用（欠員補充）、総員 144名 
消防庁舎（消防署）建設検討委員会設立 
ITリーダー研修実施 
美濃消防署水槽付消防ポンプ自動車を更新 
東海北陸自動車道（美濃 IC～美並 IC間）4車線化 
中濃消防組合ホームページ運用開始 
関市及び武儀郡 5 町村（洞戸村、板取村、武芸川町、武儀町、上之保村）が合併
し、新「関市」誕生 
東海環状自動車道消防連絡協議会設立 
東海環状自動車道（豊田東 JCT～美濃関 JCT間）開通 
柴田典昭氏消防長退任 
13代目消防長に安田健司就任 
職員 7名採用（欠員補充）、総員 144名 
岐阜県消防長会総会を美濃市で開催 
安田健司氏消防長退任 
14代目消防長に長瀬卓男就任 
職員 1名採用（欠員補充）、総員 144名 
予防技術資格認定制度開始 
住宅用火災警報器等の設置義務化 
組合職員定数条例改正、定数 165名とする。 
水槽車を 1台購入、関消防署へ配置 
職員 12名採用（内欠員補充 7名）、総員 149名 
救急救命士派遣制度（バーター方式）を導入 
熱画像直視装置を導入 
3代目組合管理者関市長後藤昭夫氏退任 
4代目組合管理者に関市長尾藤義昭就任 
関消防署救助工作車を更新 
長瀬卓男氏消防長退任 
15代目消防長に山本武就任 
職員 10名採用（内欠員補充 1名）、総員 158名 
指揮支援隊の運用開始 
関消防署高規格救急自動車を更新 
指揮車を 1台購入、本部へ配置 
山本武氏消防長退任 
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4月 
4月 
9月 
9月 

12月 
平成 22年 2月 

3月 
4月 
4月 
6月 
8月 
8月 

平成 23年 3月 
3月 
4月 
4月 
9月 
9月 

10月 
平成 24年 3月 

4月 
4月 
9月 

10月 
10月 
11月 
12月 

平成 25年 2月 
4月 
4月 

11月 
12月 

平成 26年 1月 
2月 
2月 
3月 
4月 
4月 
4月 

12月 
平成 27年 2月 

3月 
4月 
4月 
9月 

11月 

16代目消防長に武藤幸治就任 
職員 11名採用（内欠員補充 4名）、総員 165名 
関消防署庁舎耐震化・増改築工事竣工式 
アステラス製薬株式会社から高規格救急自動車 1台の寄贈を受け関消防署へ配置 
救難機動車 1台を購入、本部へ配置 
美濃消防署救助工作車を更新 
武藤幸治氏消防長退任 
17代目消防長に小林隆男就任 
職員 10名採用（欠員補充）、総員 165名 
全国豊かな海づくり大会が関市をメイン会場として開催 
福井県大野市消防本部と消防相互応援協定を締結 
木曽川右岸用水土地改良区連合と農業用水施設の緊急水利協定を締結 
東日本大震災発生に伴い緊急消防援助隊として職員を派遣 
美濃消防署庁舎新築工事竣工 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 165名 
高機能消防指令センター運用開始 
4代目組合管理者関市長尾藤義昭氏退任 
5代目組合管理者関市長尾関健治就任 
査察車 1台を購入、関消防署へ配置 
小林隆男氏消防長退任 
18代目消防長に澤村政巳就任 
職員 6名採用（欠員補充）、総員 165名 
救急講習における e‐ラーニングの導入 
ロープレスキューの導入 
関消防署高規格救急自動車を更新 
消防統計システムの導入 
組合職員定数条例改正、1年を経過しない消防吏員を定数外とする。 
緊急消防援助隊用資機材搬送車を美濃消防署へ配置 
職員 5名採用（内欠員補充 2名）、総員 168名 
救急車同乗研修の受入れ開始 
岐阜県救急隊員技術発表会を関市で開催 
石川道政氏副管理者退任 
組合副管理者に美濃市長武藤鉄弘就任 
美濃消防署高規格救急自動車を更新 
組合初のＣＡＦＳ搭載消防ポンプ自動車を美濃消防署へ配置 
澤村政巳氏消防長退任 
19代目消防長に道家直樹就任 
職員 10名採用（欠員補充）、総員 166名 
消防救急デジタル無線運用開始 
武芸川、津保川出張所の耐震化・増改築工事竣工 
関消防署高規格救急自動車を更新 
関消防署にＣＡＦＳ搭載消防ポンプ自動車を配置 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 167名 
若手職員による幼児防火教育をスタート 
救急救命士の処置範囲拡大運用開始 
緊急消防援助隊全国合同訓練に初めて参加 
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11月 
 

平成 28年 3月 
4月 
4月 
4月 
4月 

12月 
平成 29年 2月 

2月 
3月 

     4月 
     4月 

  12月 
平成 30年 2月 

3月 
3月 
4月 

     4月 
     4月 

  12月 
平成 31年 3月 

4月 
4月 
4月 

令和 2年 2月 
3月 
3月 
4月 
4月 
4月 
4月 

12月 
令和 3年 4月 

7月 
令和 4年 2月 

2月 
3月 
4月 
4月 
4月 

 
7月 

11月 
11月 
11月 

西分署高規格救急自動車を更新、これにより予備救急車を含む１０台すべてが高

規格救急車となり、全署所に高規格救急車が配置された。 
関消防署にＣＡＦＳ搭載消防ポンプ自動車を配置 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 166名 
全署所と指令センターに救急救命士を配置 
幼児防火教育指導員を「みらい隊」と命名 
小型無人航空機（ドローン）の運用開始 
関消防署高規格救急自動車を更新 
美濃消防署指揮車を更新 
関消防署に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
道家直樹氏消防長退任 
20代目消防長に足立秀人就任 
職員 7名採用（欠員補充）、総員 169名 
関消防署西分署に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
関消防署高規格救急自動車を更新 
火災防ぎょマニュアル策定 
足立秀人氏消防長退任 
21代目消防長に藤田哲也就任 
職員８名採用（欠員補充）、総員 170名 
消防本部指揮支援車を更新 
関消防署に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
藤田哲也氏消防長退任 
22代目消防長に細野正則就任 
職員 8名採用（欠員補充）、総員 168名 
情報公開条例及び個人情報保護条例施行 
関消防署に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
関消防署高規格救急自動車を更新 
細野正則氏消防長退任 
23代目消防長に中島昭裕就任 
職員 6名採用（欠員補充）、総員 170名 
組織改編として消防指令課と救急課を設置 
新型コロナウイルス感染対策の実施 
武儀出張所に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 172名 
熱海市土砂災害発生に伴い緊急消防援助隊として職員を派遣 
西分署高規格救急自動車を更新 
美濃消防署資機材搬送車を更新 
中島昭裕氏消防長退任 
24代目消防長に内藤正規就任 
職員 3名採用（欠員補充）、総員 170名 
中濃消防組合惨事ストレス対策に関する要綱施行及び惨事ストレス対策検討委員

会立ち上げ 
中濃消防組合公式インスタグラム運用開始 
管内初の患者等搬送事業者認定 
武儀地区危険物安全協会から危険物施設査察車寄贈 
消防救急デジタル無線の入札談合に関する損害賠償請求訴訟の和解成立 
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11月 
12月 

令和 5年 2月 
4月 
4月 
9月 
9月 

令和 6年 1月 
3月 
4月 
4月 
9月 

令和 7年 3月 

関消防署に消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）を配置 
板取川出張所広報車を更新 
関消防署高規格救急自動車を更新 
職員 4名採用（欠員補充）、総員 169名 
オンライン（電子メール）による申請書等受付を開始 
5代目組合管理者関市長尾関健治氏退任 
6代目組合管理者関市長山下清司就任 
令和 6年能登半島地震発生に伴い緊急消防援助隊として職員を派遣 
消防行政検討委員会設置条例の制定 
職員 3名採用（欠員補充）、総員 163名 
119番映像通報システム運用開始 
令和 6年 9月能登半島豪雨発生に伴い緊急消防援助隊として職員を派遣 
内藤正規氏消防長退任 
 

 

 

中濃消防組合重点目標 

 

 
 

別添 PDFデータ 

令和６年度　中濃消防組合重点目標
　消防の立場から、「安心して暮らせるまち」「災害に強いまち」「信頼される組織」の実現を３本柱として掲げ、

住民目線に立った消防行政を推進してまいります。
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令和６年 中濃消防組合主なできごと 

 

１ 緊急消防援助隊岐阜県大隊として能登半島地震、能登半島豪雨災害に派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ １１９番映像通報システムの運用を開始 

 

３ 常備消防力適正配置等調査業務実施 

 

 

 

 

 

 

４ 惨事ストレス防止に係る緊急対応チーム及び惨事ストレス対策委員を指名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月１日から１１９番映像通報システムの運用を開始。本システム

では１１９番通報の際に通報者のスマートフォンから、１１９番の音声通報の

みでは伝えることが難しい状況でも、映像により火災や交通事故などの災害現

場の状況が明確に把握することができるとともに、地理が不安な通報者からの

災害発生場所の特定が容易となった。 

令和６年１月１日１６時１０分

に石川県珠洲市内で発生したマグ

ニチュード７．６、最大震度７を観

測した大地震に消火隊・救助隊・後

方支援隊として、延べ３３名の隊員

が１１日間、また９月には石川県能

登半島で発生した豪雨災害に救助

隊として、延べ１１名の隊員が１１

日間にわたり、緊急消防援助隊岐阜

県大隊として出場し活動を行った。 

中濃消防組合の今後のあり方について、職員数、庁舎・車両の配置、さらに

人口減少や職員の高齢化などの課題や問題に対応するための調査を実施した。 

緊急対応チーム４名と惨事ストレス対策委員として各署所から１名ずつの８

名を任命し、委員を中心とした勉強会を実施。また、委員が惨事ストレスセミ

ナーへ参加し、惨事ストレス事案への迅速な対応をできるようにした。 

令和６年度　中濃消防組合主なできごと

－ 18 －



- 19 - 

５ 中濃消防組合職員のハラスメントの防止等に関する要綱等の制定及び研修

会の実施 

 

 

 

６ 防火管理新規講習（ｅラーニング）スタート 

 

  

 

７ 火災による死者数が過去最多 

 

職員の能率を充分に発揮できる良好な

職場環境の確保と、職場におけるハラス

メント防止等の措置、ハラスメント等に

起因する問題が生じた場合に適切に対応

するため要綱・指針を策定し、さらに人

事等に影響を及ぼさない独立した組織と

して、ハラスメント相談員・コミュニケ

ーションサポートチームを配置した。 

また、７月３０日と３１日の２日間に

わたり、全職員がハラスメントは絶対に

起こさない、快適な職場環境づくりに徹

することを目的として、ハラスメントに

関する研修会を実施した。 

従来対面式を年２回開催していた防火管理新規講習について、第１回は対面

式の集合講習とし、第２回の講習については、場所・日時に制約を受けないオ

ンライン講習で開催することとした。 

令和６年中の中濃消防組合管内における火災による死者は６名となり、昭和

４８年、昭和６１年、平成１８年の死者５名を超え、組合発足以来、過去最多

となった。 

昭和６１年の火災総件数は１２６件（組合最多）、昭和４８年は９４件、平成

１８年は７１件と比較して本年は３８件と少なく、また死者については６名と

も高齢者であった。 
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令　和　６　年　度　の　あ　ゆ　み
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